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新たなコーポレート・ガバナンス体制への移行に関するお知らせ 
（監査等委員会設置会社への移行及び業務執行体制変更） 

 
当社は、本日開催の取締役会において、2021 年６月 25 日開催予定の当社第 105 回定時株主総会で

の承認を条件として、監査役会設置会社から監査等委員会設置会社へ移行する方針及び移行を踏まえ

た業務執行体制の変更について決議いたしましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 
記 

 

１．新たなコーポレート・ガバナンス体制への移行の背景 

当社では、監査役会設置会社の枠組みの中で、2002 年より執行役員制度を導入し、取締役会におけ

る意思決定と、執行役員による業務執行の分離による、円滑で効率的な経営を行ってまいりました。  

今般、企業にさらなるガバナンスの高度化が求められると同時に、変化の激しい事業環境下におい

てよりスピーディーな経営戦略の遂行が求められる中、取締役会の監督機能の強化及び意思決定とそ

れに基づいた業務執行の迅速・効率化を図ることを目的に、監査等委員会設置会社へ移行することに

加えて、業務執行体制として新たに「執行職」を導入することを決定しました。 

 

２．監査等委員会設置会社への移行 

（１）移行の目的 

取締役会における議決権を有する非業務執行取締役によって構成され、かつ構成員の過半数を社

外取締役とする監査等委員会を設置することで、業務執行と監督を分離するとともに、取締役会の

監督機能を強化し、コーポレート・ガバナンスのさらなる充実を図ります。 

 

（２）移行の時期 

2021 年６月 25 日開催予定の当社第 105 回定時株主総会において、必要な定款変更等に関する承

認をいただき、監査等委員会設置会社に移行する予定です。 

 

３．業務執行体制の変更 

（１）変更の目的 

執行役員体制について、経営の責任と役割を明確化し、「執行役員」と「執行職」とに分離す

ることにより、経営に関する意思決定及び業務執行の迅速・効率化を図ります。あわせて、「執

行職」層における柔軟な人財配置や、次代のリーダー育成により、人財価値の最大化を進めます。 

 

 

 



 

 

（２）変更の概要 

取締役会及び執行常務会から委譲された権限・責任のもと経営に関する意思決定と執行を行う

「執行役員」と、上位機関の意思決定に基づき、担当する事業・領域における事業運営を行う

「執行職」に分離します。 

執行役員は、戦略的機能として全社最適の視点から当社の成長と変革の推進役を担い、執行職

は、担当する事業・領域における変革と成長の実現を担います。 

 

（３）変更の時期 

2021年４月１日より 

 

４．その他 

 新たな業務執行体制への移行後の役員体制及び監査等委員会設置会社への移行後の役員体制につき

ましては、本日付の「代表取締役の異動及び監査等委員会設置会社移行後の役員人事に関するお知ら

せ」にて別途開示しております。 

また、監査等委員会設置会社への移行に伴う定款変更の内容につきましては、決定次第お知らせい

たします。 

 

 

＜参考：移行後のコーポレート・ガバナンス体制図＞ 

 

監査等委員会設置会社への移行後も、取締役会の諮問機関として、取締役や執行役員等の人事や報

酬等に関する事項及び取締役会の実効性向上やガバナンス体制構築に関する事項を審議する「ガバナ

ンス委員会」を設置するほか、常勤の監査等委員の選定を予定しております。 

 

以 上 


